
 第 28 回（2026 年度）ひろしま NPO センター通常総会 

 

65 

 

第 2 号議案 2026 年度事業計画及び活動予算（案） 

（2026 年 4 月 1 日～2027 年 3 月 31 日） 

 

 Ⅰ 組織運営                      

 

 １．組織体制  

（１）会 員 

＜目標値＞ 

正 会 員：55 名・団体・社（個人・NPO：50 名・団体、企業：5 社） 

協力会員：100 名・団体（個人・NPO：90 名・団体、企業：10 社） 

＜2025 年度実績＞ 

正 会 員：47（個人・NPO：47、行政・企業：0） 

協力会員：51（個人・NPO：48、行政・企業：3） 

 

（２）事務局・職員 

【職員数】 

＜2026 年 4 月時点＞ 

20 名（職員：4 名、契約職員：7 名、パートタイム職員：9 名） 

 

【事務局運営スタッフ】 

NO 氏 名 勤務形態 役 職 役 割 

1 松原 裕樹 職員 専務理事、事務局長 
事務局統括責任者、業務運営

責任者 

2 山本 祐二 職員 常務理事、総務部長 
総務部門責任者、業務運営責

任者 

3 松村 渉 職員 
事業部長、プロジェクトマ

ネージャー 

事業部門責任者、業務運営責

任者 

4 増田 勇希 職員 プロジェクトマネージャー 業務運営責任者 

5 杉野 紗央里 契約職員  
総務スタッフ、子育て支援部門

兼務 
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【業務運営スタッフ】 

NO 事業名（事業所） スタッフ数 スタッフ 

1 JICA 事業部門（広島市） 
3 名（契約職員：3 名） 小池さやか、鳥居彩、濱長

真紀 

2 子育て支援事業部門（広島市） 

11 名（契約職員：1 名、

パートタイム職員：10

名） 

山根文華、宅嶋由美子、斑

石亜希、下野嘉代、畠山泰

子、山本可苗、岩崎千慧、

池田里香、濱口知世、香川

恭子、加用慶子 

3 休眠預金事業部門（広島市） 
2 名（契約職員：2 名） ヨウソフィ ザビアッラ、

吉本絢 

 

（３）役 員 

【役員数】 

13 名（理事：11 名、監事：2 名） 

 

【役員名簿】 

役 職 氏 名 所 属 区 分 

代表理事 中村 隆行 特定非営利活動法人ひろしま NPO センター NPO 

副代表理事 
金谷 信子  広島市立大学国際学部 教授  学識経験者  

山本 一隆 社会福祉法人中国新聞社会事業団 理事長 有識者 

専務理事 松原 裕樹 特定非営利活動法人ひろしま NPO センター NPO 

常務理事 山本 祐二 特定非営利活動法人ひろしま NPO センター NPO 

理事 

安藤 志保 

兒玉 宏 

鈴木 英士 

平尾 順平 

 

遠山 勇希 

松村 渉 

サステナブルみはら 代表 

特定非営利活動法人コーチズ 理事 

Olu Olu cafe 

特定非営利活動法人ひろしまジン大学 代表理

事 

特定非営利活動法人ひろしま NPO センター 

特定非営利活動法人ひろしま NPO センター 

NPO 

NPO 

 

NPO 

 

NPO 

NPO 

監事 
久笠 信雄 

赤羽 克秀 

弁護士 

公認会計士・税理士 
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（４）相談役 

【相談役数】 

2 名 

 

【相談役名簿】 

役 職 氏 名 所 属 区 分 

相談役 安藤 周治 特定非営利活動法人ひろしまね 理事長 NPO 

相談役 三好久美子  NPO 

 

（５）顧問 

・顧問社労士：岡崎晃（岡崎社会保険労務士事務所 社会保険労務士） 

 ・顧問税理士：税理士法人ゆびすい 

 

 

 ２．通常総会の開催  

（１）第 28 回通常総会 

日  時 2026 年 6 月 13 日（土）10:00～12:00 

場  所 ひろしま NPO センター事務所 

（広島市中区紙屋町 1 丁目 6-1 紙屋町ガレリア 303 号室） 

※オンライン会議システム（zoom）を併用したハイブリッド開催 

対  象 正会員ほか 

議  題 １）2025 年度事業報告及び決算報告（案） 

２）2026 年度事業計画及び活動予算（案） 

３）役員・相談役の選任（案） 

 

 

 ３．理事会の開催  

（１）第 1 回理事会 

日  時 2026 年 4 月 23 日（木）16:00～18:00 

場  所 ひろしま NPO センター事務所 

※オンライン会議システム（zoom）を併用したハイブリッド開催 
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対  象 理事、監事ほか 

議  題 １）2026 年度予算計画 

２）2026 年度実施事業 

３）その他 

 

 

（２）第 2 回理事会 

日  時 2026 年 5 月 26 日（火）16:00～18:00 

場  所 ひろしま NPO センター事務所 

オンライン会議システム（zoom）を併用したハイブリッド開催 

対  象 理事、監事ほか 

議  題 １）2025 年度事業報告及び決算報告（案） 

２）2026 年度事業計画及び活動予算（案） 

３）役員・相談役の選任（案） 

４）事務局長の交代・新しい事務局体制（案） 

５）その他 

 

（３）第３回理事会 

日  時 2026 年 6 月 13 日（土）12:00～12:30 

場  所 ひろしま NPO センター事務所 

オンライン会議システム（zoom）を併用したハイブリッド開催 

対  象 理事、監事ほか 

議  題 １）理事の役職選任（案） 

２）その他 

 

（４）第４回理事会 

日  時 2026 年 8 月 

場  所 ひろしま NPO センター事務所 

オンライン会議システム（zoom）を併用したハイブリッド開催 

対  象 理事、監事ほか 

議  題 １）2026 年度事業計画及び活動予算の進捗報告 

２）事務所移転（案） 

３）その他 

 



 第 28 回（2026 年度）ひろしま NPO センター通常総会 

 

69 

 

（５）第５回理事会 

日  時 2026 年 12 月 

場  所 ひろしま NPO センター事務所 

オンライン会議システム（zoom）を併用したハイブリッド開催 

対  象 理事、監事ほか 

議  題 １）2026 年度事業計画の進捗報告及び決算見込み 

２）その他 

 

（６）第６回理事会 

日  時 2027 年 3 月 

場  所 ひろしま NPO センター事務所 

オンライン会議システム（zoom）を併用したハイブリッド開催 

対  象 理事、監事ほか 

議  題 １）2026 年度事業計画の進捗報告及び決算見込み 

２）2027 年度以降の事業計画・予算計画・運営体制 

３）その他 

 

 

 ４．その他  

（１）事務局長の交代 

 2017 年度から事務局長を務めた松原裕樹に代わり、第 28 回（2026 年度）通常総会を以て、新事務

局長として松村渉を代表理事が任免する。 

 

（２）労務定例会 

岡崎顧問社労士と毎月 1 回（計 12 回）の定例会を実施し、日常的な労務の課題解決や規定類の整備

等に取り組む。 

 

（３）子育て OS つばさの事業譲渡 

 2024 年度に広島市子育てオープンスペース「いいね（南区）」の自立のため、こども子育て応援ひろ

しま労働者協同組合に事業譲渡したのと同様に、2026 年 9 月末を以て子育て OS つばさを同組織に

事業譲渡する。 
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（４）事務所移転 

子育て OS つばさの事業譲渡のタイミングと合わせて、9 月末に新しい事務所に移転する。 

 

（５）Hiroshima Future Party 2026 

ひろしま NPO センター設立記念日に正会員・理事・職員・スタッフが集い、取組事例の成果や課題

及び最新情報の共有、意見交流等を行うことを通して広島や組織の未来を語り合い中長期ビジョンに

活かしていく事を目的とした「Hiroshima Future party」の開催について、今年度は財政状況を踏まえ

て実施の可否や内容を検討する。 
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 Ⅱ 事業運営                      

 

 １．重点事業の実施内容  

（１）ひろしまコミュニティ基金 

 

助成機関や寄付者との連携及び自主財源を活かした基金を運用

し、資金的支援及び非資金的支援を通じて NPO の活動発展や地

域の課題解決を促進する。また、認定 NPO 法人化への体制整備を

進めて、基金事業を支える仕組みを構築する。 

 

 

 

（２）官民連携による防災・減災の推進 

 

広島県と連携した県内市町の災害中間支援機能の育成、日本財団

や休眠預金等活用事業の助成金を活用した事業等を通じて、これ

までの経験や課題を次なる備えに繋ぎ、県域及び各地域の防災・減

災力の向上を図る。 
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２．各種事業の実施内容  

 

4 つの事業方針に基づき、2025 年度は、ステークホルダーとのコミュニケーションを促進する事業が

7 事業（うち継続：7）、組織力・担い手を育成する事業が 12 事業（うち継続：11、新規：1）、市民社会

連帯を強化する事業が 8 事業（うち継続：7、新規：1）、社会的インパクトを創出する事業が 4 事業（う

ち継続：4）、計 31 事業（うち継続：29、新規：2）を実施する。 

 

（１）ステークホルダーとのコミュニケーションを促進する事業 

ステークホルダーとの対話や関係構築を推進し、市民セクターの存在意義や成果に対する理解促進、

持続可能な社会づくりのための課題共有や目標形成を図る。 

 

NO 区分 事 業 名 事業内容 期間 場所 収益 

1-1 継続 情報収集・発信 

NPO 支援に関するイベント・助

成金・施策等の情報収集や、ホー

ムページ・Facebook・ニュースレ

ター等を通じた発信。 

年間 全国 自主財 

1-2 継続 データベース構築・活用 

各地の団体・取組・課題等の情報

の記録・整理や、事業推進のため

のデータ活用。 

年間 全国 自主財 

1-3 継続 相談対応業務 
NPO・ボランティア・市民活動に

関する各種相談の対応。 
年間 全国 自主財 

1-4 継続 委員等の派遣 
各主体から依頼のある委員会・協

議会等への委員派遣。 
年間 全国 

自主財、

謝礼金 

1-5 継続 ひろしま未来交流会 

立場・分野・地域・世代をこえて

広島を語り合う交流会の企画運

営。 

年間 県内 自主財 

1-6 継続 ガレリア事務所 
新しい拠点を活用した情報交流

の促進や新規事業の企画創出。 
年間 県内 自主財 

1-7 継続 アニュアルレポート 

ビジョン・中長期計画 2021-2030

に基づいた事業報告書として、

ANNUAL REPORT を発行する。 

年間 県内 自主財源 
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（２）組織力・担い手を育成する事業 

NPO の組織基盤やガバナンスの強化を促進し、実践者や支援者の育成、ユースの活躍創出を図る。 

 

NO 区分 事 業 名 事業内容 期間 場所 収益 

2-1 継続 

2026 年度ひろしまコミュニティ

基金（ひろしま NPO サポート倶

楽部） 

ゆうちょ銀行の口座寄付を財源

とした NPO への助成金配分。 
年間 県内 寄付金 

2-2 継続 

2026 年度ひろしまコミュニティ

基金（ろうきん NPO 寄付システ

ム） 

中国労働金庫の口座寄付を財源

とした NPO への助成金配分。 
年間 県内 寄付金 

2-3 継続 
NPO 事務局センター・NPO 事

務支援カンファレンス 

全国のNPO支援センターと連携

した、NPO の事務・経営支援。 
年間 全国 

自主財・ 

利用料 

2-4 継続 非営利組織の会計サポート 

非営利組織の事務運営力の向上

のために、会計や税務に関する相

談対応、経理代行のサポート等を

行う。 

年間 県内 
自主財・

利用料 

2-5 継続 協力・後援・連携事業の推進 
各主体から依頼のある会議・行事

等への参加や開催協力。 
年間 全国 

自主財 

ほか 

2-6 継続 講師等の派遣 
各主体から依頼のある研修会・フ

ォーラム等への講師派遣。 
年間 全国 

自主財・ 

謝礼金 

2-7 継続 廿日市市市民活動相談業務 
廿日市市市民活動センターの相

談窓口業務の支援。 
年間 県内 受託料 

2-8 継続 JICA 中国開発教育支援事業 

JICA 中国と連携した国際協力の

担い手育成のためのプログラム

企画や施設展示、広報等。 

年間 
中国地

方 
受託料 

2-9 継続 
インターンシップを通じたユー

ス等の人材育成事業 

大学生等を対象としたひろしま

NPO センターのインターンシッ

プの受入による人材育成。 

年間 県内 自主財 

2-10 継続 

Panasonic NPO/NGO サポート

ファンド for SDGs 国内助成_ど

りぃむスイッチ組織基盤強化事

業 

外部専門家として、組織基盤強化

計画の策定、内部・外部環境調査、

調査結果評価・分析を行う。 

年間 県内 委託料 

2-11 継続 NPO 事務勉強会 

NPO 法人の会計等の実務につい

て、団体同士の知見や悩みを持ち

寄り、相互学習しながら課題を解

決し合う勉強会を開催する。 

年間 県内 自主財 

2-12 新規 2026 年度 JICA 中国青年研修「防 発展途上国の当該分野における 年間 中国地 受託料 
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災とまちづくり」 担い手を育成するため、関係機関

と連携し研修を企画・運営する。 

方 
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（３）市民社会連帯を強化する事業 

市民セクターのエンパワメントを高めるためのパートナーシップを形成し、立場・地域・分野・世代

をつなげるコーディネーションや中間支援機能の拡充を図る。 

 

NO 区分 事 業 名 事業内容 期間 場所 収益 

3-1 継続 
ひろしま「山の日」県民の集い実

行委員会事務局 

広島県・市町・環境団体等と連携

した県民参加の森づくり運動の

実行委員会事務局。 

年間 県内 受託料 

3-2 継続 サテライトキャンパスひろしま 

教育ネットワーク中国と連携し

たサテライトキャンパスひろし

まの運営。※会議室運営は終了。 

年間 広島市 自主財 

3-3 継続 
東日本大震災県外自主避難者等

への情報支援事業 

中国 5 県の NPO 支援センターや

ひろしま避難者の会アスチカと

連携した避難者への支援活動。 

年間 
中国地

方 
自主財 

3-4 継続 
中国 5 県中間支援組織連絡協議

会 

中国 5 県の NPO 支援センターと

連携した情報・ノウハウ・人材交

流や、中国 5 県の共通課題を解決

するための協働取組の展開。 

年間 
中国地

方 
自主財 

3-5 継続 SDGs 推進のための事業 

広島県（SDGs 未来都市）や各主

体と連携した SDGs 推進のため

のネットワーク形成や交流機会、

協働取組等の実施。 

年間 全国 
自主財・ 

受託料 

3-6 継続 
G7 広島サミット後継プロジェク

ト 

2023 年に実施した G7 広島サミ

ットから得た経験やネットワー

クを活用し、グローカルな活動を

継続展開する。 

年間 全国 自主財 

3-7 継続 SAVE JAPAN プロジェクト 

日本 NPO センター・損保ジャパ

ン・NPO 支援センター・地域（江

田島市）と協働し、いきものが住

みやすい環境づくりを行う。 

2025

年 10

月～ 

2026

年 9 月 

県内 委託料 

3-8 新規 日本財団（災害） 

日本財団助成金を活用して、広島

県災害対策ローカルネットワー

ク構築を推進する。 

8 月～ 県内 助成金 
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（４）社会的インパクトを創出する事業 

重点テーマの問題解決や価値創造を推進し、災害や新型コロナからの復興と次なる備え、環境・社会・

経済が好循環する協働と仕組みづくりを図る。 

 

NO 区分 事 業 名 事業内容 期間 場所 収益 

4-1 継続 
広島市公募型常設オープンスペ

ース「つばさ（中区）」 

広島市地域子育て支援拠点事業

等に係る補助事業を活用した子

育てオープンスペース（中区）の

運営や親子の交流機会等の支援。 

4～9

月 
広島市 

自主財、

補助金、

利用料 

4-2 継続 休眠預金等活用事業 JCIE 

外国ルーツを持つ若者が自ら進

路を選べることを支える官民一

体となった仕組み構築。 

年間 県内 助成金 

4-3 継続 災害支援活動 

行政・社協・NPO 等と連携した

災害復旧・復興や防災のための活

動支援、関係機関との協働事業の

展開。 

年間 県内 
自主財、

寄付金 

4-4 継続 
官民連携による被災者支援体制

整備 

広島県等と共に、県内 7 市町の災

害中間支援機能の育成や被災者

支援の連携体制を強化する。 

年間 県内 補助金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




